
大牟田新グランドデザイン新旧対照表 
新 旧 

１  地域再生計画の名称 
    大牟田新グランドデザイン 
 
２  地域再生計画の作成主体の名称 
    福岡県、大牟田市 
 
３  地域再生計画の区域 
    大牟田市全域 
 
４  地域再生計画の目標 
（１）概況 
大牟田市は、福岡県の最南端に位置し、東と北は

丘陵性の山地に画され、西側は豊かな自然と海産物

の宝庫である有明海に面しており、有明海に映える

夕日のきれいなまちである。本市の南側と東側は熊

本県に、北側～北東部はみやま市にそれぞれ接して

いる。本市は大正 6 年（１９１７）の市制施行によ
り誕生し、昭和 4年（１９２９）に三川町、昭和 16
年（１９４１）に玉川村、駛馬町、三池町、銀水村

を編入して今日に至る。現在の市域面積は８１．５

５k ㎡、人口は１３１，０２７人（平成１９年 5 月
１日大牟田市住民基本台帳）となっている。 

   
特に南側に接する熊本県荒尾市とは、県境を越え

て深い繋がりがあり、同様に北側を接するみやま市

とも深い関係を有している。こうした背景から、本

市は有明広域市町村圏協議会などを中心に広域連携

に取り組んでいる。 
    
市の産業面での特色としては、かつては三池炭鉱と

ともにわが国最大の炭鉱のまちとして歩んできた歴

史があるが、９７年の最後の炭鉱閉山後、近年では市

の新たな産業として、環境リサイクル産業の創出・育

成に取り組んでおり、全国最大規模の RDF発電所を
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中心にエコタウン事業を進めている。また、こうした

取組みと併せて、三池港の港湾計画に基づく整備や九

州新幹線・有明海沿岸道路の建設など交通ネットワー

クの充実といった産業基盤の整備により、これまで以

上に経済活動をはじめ、市民活動・交流の活発化を図

っている。 
こうした新たな産業の創出、インフラ整備を進める

一方で、大牟田夏まつり大蛇山のほか、炭鉱関連の近

代化遺産等の歴史、伝統を活用した観光振興による入

込客等の交流人口の増大を通じた地域の活性化を目

指している。 
 
（２）地域の課題 
本市が直面する主要な課題の１つとして、少子高齢

化問題が挙げられる。本市の高齢化率は高く、平成１

９年４月現在で２８．３％となっている。このため、

老人福祉・介護保険に必要な施設の整備やネットワー

ク作り、現場ニーズに沿ったサービスの提供等が必要

であり、それらを体系的に計画した「地域介護・福祉

空間整備計画」、H１８年度策定の「老人保健福祉計
画・介護保険事業計画」を推進していくことが必要で

ある。 
産業面での課題としては、石炭産業なきあとの地域

経済の疲弊が大きな問題となっており、新産業の創出

と既存産業の振興が必要である。既に述べたように、

本市では環境リサイクル産業の振興、企業誘致の推進

に取組んでいるところだが、企業立地用地はまだ余っ

ている状況であり、雇用促進の面においても充分な成

果を挙げているとは言えないため、市では今後一層の

企業誘致が必要であると考えている。 
 また、地域商業については、その活性化のために個

店の魅力向上や環境整備など、小売業が抱える課題の

解決が不可欠であるが、そもそも小売業は、まちの構

造や交通基盤などの都市環境、購買力を支える人口世

帯構造などの社会環境の上に成り立つものである。中

心商業地をはじめとする地域商業の衰退は深刻であ
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ク作り、現場ニーズに沿ったサービスの提供等が必要

であり、それらを体系的に計画した「地域介護・福祉
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の疲弊が大きな問題となっており、新産業の創出と既
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では環境リサイクル産業の振興、企業誘致の推進に取

組んでいるところだが、企業立地用地はまだ余ってい

る状況であり、雇用促進の面においても充分な成果を

挙げているとは言えないため、市では今後一層の企業

誘致が必要であると考えている。 
 
 
 
 
 
 



り、その活性化を商業振興の視点のみで取り組むには

限界がある。そのため、都市環境の変化、消費者ニー

ズの変化に応じた商業への再構築を図るとともに、需

要構造、流通環境の変化に対応した産業等の振興、商

業を支える基盤であるまちづくりの再構築といった

全市的な取組みを進める必要がある。     
（３）今後の取り組み 
１．医療系産業クラスター創出 
 上記の課題に対する取組みの一環として、本市では

地域再生計画に位置付けられる支援措置の活用によ

り、現在取り組んでいる介護予防施策をベースに、医

療系産学ネットワークの組織化や充実や研究成果に

よるビジネスモデルの構築、帝京大学福岡医療技術研

究センターの活用、ＶＢ企業も含めた企業進出を通

し、医療系の産業集積拠点（産業クラスター）の創出、

既存産業の振興を図る。 
 具体的には、介護予防施策や産業振興施策の連携

と、市内外の事業者の新技術／新サービス開発や企業

立地等のための資金需要について、日本政策投資銀行

の低利融資等のインセンティブを活用することで産

業クラスターの創出を振興して地域活性化を図るこ

とを目指す。 
 以上について、より具体的、効果的な取組みとして

実施するため、Ｈ１８年度には本市事務局の「医工連

携ネットワーク研究協議会」が厚生労働省職業安定局

の「地域雇用創造研究調査事業」の採択を受け、「医

療系産業集積による地域雇用創造等の方策等の調査

研究」を行ったところである。なお、本市が想定する

クラスターの創出による地域活性化の主な柱は概略

以下の通りである。  
①学術機関の相互研究の取組み 
現在も医工連携に取組んでいる学術機関同士（帝京

大学と有明工業高等専門学校の両校）が持つ理学療

養・作業療養のニーズ（帝京大学から提供）と技術シ

ーズ（有明工業高等専門学校より提供）を互いにマッ

チングさせ、高い臨床試験等を通し、それらを有機的
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上記の課題に対する取組みの一環として、本市では

地域再生計画に位置付けられる支援措置の活用によ

り、現在取り組んでいる介護予防施策をベースに、医

療系産学ネットワークの組織化や充実や研究成果に

よるビジネスモデルの構築、帝京大学福岡医療技術研

究センターの活用、ＶＢ企業も含めた企業進出を通

し、医療系の産業集積拠点（産業クラスター）の創出、

既存産業の振興を図る。 
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と、市内外の事業者の新技術／新サービス開発や企業

立地等のための資金需要について、日本政策投資銀行

の低利融資等のインセンティブを活用することで産

業クラスターの創出を振興して地域活性化を図るこ

とを目指す。 
以上について、より具体的、効果的な取組みとして

実施するため、Ｈ１８年度には「地域新生産学連携ネ

ットワーク事業」で事前の調査事業を行う予定であ

る。なお、本市が想定するクラスターの創出による地

域活性化の主な柱は概略以下の通り。 
  
  
 
①学術機関の相互研究の取り組み 
現在も医工連携に取組んでいる学術機関同士（帝京

大学と有明工業高等専門学校の両校）が持つ理学療

養・作業療養のニーズ（帝京大学から提供）と技術シ

ーズ（有明工業高等専門学校より提供）を互いにマッ

チングさせ、高い臨床試験等を通し、それらを有機的



に継続させる仕組みづくりを行う。 
 
②医療系民間事業者と学術機関の共同研究 
学術機関が、製薬企業、医療機器メーカー等の医

療系民間事業者と共同研究や製品開発を進めるこ

とで、市場性のある介護・福祉製品を生み出し、流

通させることを目的とした仕組みづくりを行なう。

また、より独自性・専門性を担保する方策として、

特許、知的財産の円滑な流通のために、双方の間に

技術移転機関を介在させる。 
 
 ③人材育成 
 産学連携組織を通して、産業・福祉両面のマネージ

メントができる人材の養成、また、地域福祉に寄与す

る人材育成を行う。また、その人材によるＶＢ、地元

企業等に対する流通マネージメントを行う。 
      
 ④起業ベンチャー促進と地元企業の活性化 
 マーケットニーズに対応して、技術的なシーズを迅

速に製品化するための基礎研究、応用研究、製品開発

を可能とすべく、学術機関の出身者や産学共同研究か

らスピンアウトした人材など、幅広い起業家を産業ク

ラスターの参画者と位置付け、これらの人が事業開始

をする際の土地購入や研究設備導入等について一定

の優遇措置を行う。また、介護福祉機器等の試作品製

造装置等の製造加工分野において地元企業を積極的

に活用する。 
      
 
 
 
２．地域雇用創造推進事業の活用 
下記①②③について、次のような雇用面における課

題があるため、地域雇用創造推進事業を活用し、課題

解決を行いたい。 
 ①社会保険・社会福祉・介護事業 

に継続させる仕組みづくりを行う。 
 
 ②医療系民間事業者と学術機関の共同研究 
学術機関が、製薬企業、医療機器メーカー等の医

療系民間事業者と共同研究や製品開発を行なうこ

とで、市場性のある介護・福祉製品を生み出し、流

通させることを目的とした仕組みづくりを行なう。

また、より独自性・専門性を担保する方策として、

特許、知的財産の円滑な流通のために、双方の間に

技術移転機関を介在させる。 
 
 ③人材育成 
 産学連携組織を通して、産業・福祉両面のマネージ

メントができる人材育成を行う。また、その人材によ

るＶＢ、地元企業等に対する流通マネージメントを行

う。 
 
 ④起業ベンチャー促進と地元企業の活性化 
マーケットニーズに対応して、技術的なシーズを迅

速に製品化するための基礎研究、応用研究、製品開発

を可能とすべく、学術機関の出身者や産学共同研究か

らスピンアウトした人材など、幅広い起業家を産業ク

ラスターの参画者と位置付け、これらの人が事業開始

をする際、の土地購入や研究設備導入等について一定

の優遇措置を行う。また、介護福祉機器等の試作品製

造装置等の製造加工分野において地元企業を積極的

に活用する。 
（目標１）新規企業立地件数           ：７件
（目標２）起業にともなう設備投資の増加：約25億円
（目標３）新規雇用創出数          ：80人
 
 
 
 
 
 



これまで、介護保険制度を中心とした介護予防施策

等については、大牟田市において「大牟田市介護サー

ビス事業者協議会」や「大牟田市介護支援専門員連絡

協議会」などと連携を図り、推進を行ってきたところ

ではあるが、高齢者、要支援・要介護 1の者が比較的

簡単に扱うことが可能で、経済的にも安価な介護・福

祉器具の開発（低下した機能をカバーする器具・身体

機能の低下を予防する器具など）が必要とされてお

り、それらを実現するための研究相談員の配置などが

必要である。 

高齢者等の集まりの場（例；「介護予防拠点・地域

交流施設」）等の計画的に沿った新規開設に伴い、人

材確保が喫緊の課題であり、そこで実施する介護予防

プログラム開発や普及促進を行う指導員の育成、さら

には薬事法、起業実務についての習得をさせることが

必要となっているとともに、医療機器（特に嚥下分野）

の創業等に必要な人材の育成が課題となっている。 

また、深刻な人材難である在宅サービス業界におい

ては、ホームヘルパー有資格者でありかつ求職者の就

業意欲向上が必要である。 

 ②一般機械器具製造業 
大牟田市の基幹産業であった石炭産業の終焉、大手

事業所の事業再編等により、下請分業構造は大きく変

化した。企業城下町としての旧態依然の取引関係は減

少しており、地域産業においては疲弊が続いている状

況である。 

今後、地域中小企業においては、新分野への進出な

ど、新規取引先の開拓・獲得に向けた新たな取組み、

新製品・新技術の開発による高付加価値製品等の開発

等による地域産業の振興・発展を図ることが緊急の課

題となっている。また、前述の「産学連携」や「企業

誘致に対する支援」の取組みの充実に加え、自動車産

業関連事業、市内製造業等の発展に欠かせない「もの

づくり」分野の優れた人材の確保等が必要とされてい

る。 

 ③飲食料品小売業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



年間 1,000 人以上の人口減少を続ける大牟田市に

おいては、中心市街地のみならず消費需要が相対的に

減少していることから、まちなか居住人口の回復、交

流人口、賑わいの創出（生鮮店の出店や育成等も含む）

が喫緊の課題であり、そのためにも地域商業での接

遇、販売促進に優れた人材の育成が必要である。また、

広告や PR の人材の育成も行うことで、賑わいの演出

の一助になる。 
地域企業へ就職を望む若者、団塊の世代等の求職者

に対し、一層の就業促進のための企業との面談の場も

必要であるとともに、就業へ向かうための意識啓発や

具体的な就職活動時のノウハウの習得、パソコン操作

の習得も重要である。現在では、市内企業等において

文書、図面等を電子化して保存するといったニーズも

高く、それに対応できる人材の育成も必要である。 

さらに、即戦力人材が必要という企業のニーズに対

し、求職者に対し、企業実地研修などを経験させ（団

塊の世代においてはこれまでの就業とは別の業種な

どを想定）、就業へ結びつけるといった方策も必要で

あるとともに、企業（事業主）においては、経営改革・

財務体質の見直しなどを促し、投資拡大につなげ、若

者・団塊の世代の雇用を増加できるカリキュラムが必

要と考えられる。 

（４）目標 

以上の取り組みを行うことにより地域の課題を解決

し、地域の活性化を図る。具体的な目標は以下のとお

り。 

【具体的目標】 

※医療系産業クラスター創出の目標 

（目標１）新規企業立地件数      ：7件 
（目標２）起業にともなう設備投資の増加：約 25 億
円 

※地域雇用創造推進事業（H19～21 年度）において
重点的に取り組む事業の目標について  
 （社会福祉・社会保険・介護事業） 
  （目標１） 実施事業数      ：3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  （目標２） 事業における受講者数 ：630人 
 （目標３） 新規雇用創出数     ： 67人 
 （一般機器製造業） 
  （目標１） 実施事業数       ：3 
（目標２） 事業における受講者数  ：930人 

  （目標３） 新規雇用創出数    ： 87人 
（飲食料品小売業） 
（目標１） 実施事業数        ：４   

  （目標２）  事業における受講者数 ：600人 
  （目標３）  新規雇用創出数     ：105人 
※雇用拡大メニュー、情報システム構築・運営は計上

しない。 
      
 
 
５ 目標を達成するために行う事業 
５－１ 全体の概要 
本市では本計画において介護予防施策をベースと

した医療分野の産業集積を目指している。そのため、

産業クラスターの創出・振興を達成するには、介護予

防施策の基本となる現場ニーズの把握と医工連携に

よる組織化が重要と考えている。さらにその組織にお

いて地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）を活

用し、そこで出された事例、課題、成果に基づく産学

共同研究を進めることにより、帝京大学福岡医療技術

研究センターの活用や研究成果の集積や介護予防事

業の推進につなげ、企業立地を促進させる。 
 

① 産学の組織化、調査事業等 
帝京大学福岡医療技術学部と有明工業高等専門学

校（医工連携）と本市の介護サービス事業者等による

産学医療系の組織化を行う。 
具体的には H19 年度において「大牟田市医工連
携・地域雇用創造推進協議会（仮称）」の立ち上げを

予定しており、下記の地域雇用創造推進事業（新パッ

ケージ事業）の実施主体としての位置づけのほか、協

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 目標を達成するために行う事業 
５－１ 全体の概要 
本市では本計画において介護予防施策をベースと

した医療分野の産業集積を目指している。そのため、

産業クラスターの創出・振興を達成するには、介護予

防施策の基本となる現場ニーズの把握と医工連携に

よる組織化が重要と考えている。さらにその組織にお

いて専門分野ごと（産業・福祉・人材育成）のカンフ

ァレンスを開催し、そこで出された事例、課題、成果

に基づく産学共同研究を進め、帝京大学福岡医療技術

研究センターの活用や研究成果の集積や介護予防事

業の推進につなげ、企業立地を促進させる。 
 

① 産学の組織化、調査事業 
帝京大学と有明工業高等専門学校（医工連携）と本

市の介護サービス事業者等による産学医療系の組織

化を行う。また、その後の具体的な取り組み等々の推

進をはかるべく、Ｈ18 年度には調査事業を行う予定
としている。 

 
 
 



議会独自事業（介護福祉用具の試作品製造や介護予防

プログラムのＰＲなど）を展開することとしている。

②  地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業の推進）
《各種研修事業の実施》 
・介護・福祉等新商品、新サービス等に資する人材育

成と雇用促進 
・自動車産業関連のものづくり人材育成と雇用促進 
・地域商業に資する人材育成と雇用促進 
・企業合同説明会の実施による雇用機会の増大 など

《相談員の活用》 
・介護・福祉等新商品、新サービス等相談員と事業主

体の連携 など 
③ 研究の発展・融合 
《産学共同研究》 
 米国最先端研究や医工連携による企業等との共同

研究 
《研究成果の集積と介護予防事業の実践》 
介護予防事業（筋力向上トレーニング等）や地域認

知症ケアコミュニティ推進等に寄与するため、研究成

果を効果的に活用し、企業立地を促進する。 
 

５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 
    該当なし 
 

  ５－３ その他の事業 

     ５－３－１ 受けようとする支援措置 

【地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）】 

 【事業の実施主体】 

  大牟田市医工連携・地域雇用創造推進協議会 

  （大牟田市、大牟田商工会議所、大牟田医師会、

帝京大学福岡医療技術学部、有明工業高等専門

学校、大牟田市立総合病院） 

 【事業期間】 

  平成１９年度から平成２１年度まで 

【事業内容】 

1 雇用拡大メニュー 

 
② カンファレンス開催 

《産業分野》 
 医療（リハビリ）分野における産業クラスターの形

成 
《福祉分野》 
 産学官の連携した地域介護の充実、高齢化時代の地

域介護ビジネスモデルの研究 
《人材育成》 
地域課題を把握し、産業・福祉の両分野に精通した、

マネージメント能力を持つ人材の育成 
③ 研究の発展・融合 
《産学共同研究》 
 米国最先端研究や医工連携による企業等との共同

研究 
《研究成果の集積と介護予防事業の実践》 
介護予防事業（筋力向上トレーニング等）や地域認

知症ケアコミュニティ推進等に寄与するため、研究成

果を効果的に活用し、企業立地を促進する。 
 

５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 
    該当なし 
 

 ５－３ その他の事業 
   ５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置

による取り組み 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○法人経営セミナー 

大牟田市域経営者を対象に中小企業の健全

な経営を目指すための財務改革や経営の理

念の確立や経営者自らの革新による企業活

性化を趣旨とした講義形式とする。 
年 1期（2日連続）①経営革新や財務改革に

ついて②労務管理、生産管理 

    
2 人材育成メニュー 

○就職支援セミナー 

地域求職者（ホームヘルパー有資格者や若

者・団塊の世代など）を対象に地域介護事業

者等への就職につながる支援をセミナー形

式で行う。内容としては「自己 PR や自己分

析」「面接指導」「就職活動の進め方」等を盛

り込み、また雇用先になる地域介護事業者等

とカリキュラムの協議を行い、実践的なセミ

ナーを行い就業に結び付ける。 
年 4 回（1 日を 4 日間）①自己 PR や自己分

析、面接指導②就職活動の進め方など 
○医療機器等起業セミナー 

医療機器産業の現状やその課題の講演と「薬

事法」についての講演を行い、医療分野への

メーカーの新規参入を支援する。さらに「嚥

下メカニズム、嚥下障害」についての現状や

研究についての報告などを通し、真に介護・

福祉現場が必要としている新商品の認識を

深めることで、既存企業の事業拡大等を可能

にするとともに創業に係る起業実務の研修

を行い、地域求職者へその分野への就業を促

す。年 1期（2日連続） 

①医療機器産業・薬事法講演（医療機器産業

の現状や法律解説） 
②嚥下障害にかかる医療機器の役割（講演）

③起業実務 PART1・2 

○ものづくり人材育成講座（最先端技術講座）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



有明工業高等専門学校が主体となり、高度な

最先端のモノづくり講座を開催する。自動車

産業を始めとするものづくり分野では、各種

部品が複雑化するとともに、高い精度で品質

の均一化が求められている。現在そのニーズ

に対応すべく、高度なコンピューター技術等

を駆使した生産を行い、納入先の厳しい要求

に対応している。 
そこで、地域産業のものづくりの高度化を図

るため、幅広い工学基礎の習得を行なった上

で、コンピューター技術等の最新機器を実際

に活用した実践的な技術習得を行い、企業の

即戦力の人材育成を図っていく。 
講座では自動車産業等のものづくり分野に

対応できる人材育成を目的とし、基礎編と実

践編とで構成し、合計 23 講座を 9 月から 3

月（毎週 1回）を実施する。 

特に本講座では光造形システム等の最先端

の成型装置を用いた実習を予定しており、自

動車、医療、福祉といった高精度の成型技術

に対応できる人材の育成を図っていく。 
〔基礎編〕 

基礎研修：機械設計製図法、金属材料学、

機械加工法、品質管理 
実践切削加工法：高硬度あな加工法、金型

加工法 ほか 

基礎実習：フライス加工、旋盤加工、研削

加工 

基礎発展実習：ＮＣフラミング、3次元Ｃ

ＡＤ／ＣＡＭ、レーザー加工 

〔実践編〕 

実践応用研修：深あな加工の精度向上、鍛

造金型の加工法、加工不良の低減法他 

実践応用実習：深あな加工法、高硬度材加

工評価、セミライド切削加工、金型材加工、

プレス成形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○ものづくり人材育成講座（技能習得講座）

市内の鉄工業等においては、長年本市の製

造関連産業を支えるとともに、供給される

製品についても高い品質で業界の評価を

得てきたが、従業員の高齢化、若年者の製

造業離れにより技術の伝承が進まない傾

向にある。そこで各種技能研修や資格取得

講座を設け、若年者を始めとした優れた人

材を各種企業に供給することにより、これ

まで培ってきた技術の伝承を行い、高品質

な製品を産み出し企業の競争力を高め、更

なる雇用創出につなげていく。実施にあた

っては、大牟田市産業活性化推進協議会及

び市内の鉄工組合との連携により旋盤技

術、溶接技術等の必要分野の技能習得講座

を各年 2回（2日間／回）実施していく。

○商業接遇セミナー 

地域商業に資する人材育成のため、地域求

職者等を対象に接客を中心としたコミュ

ニケーションに関するスキル、特に飲食料

品小売業で適切に対応していくための研

修を行う。 
年 1期（3日連続）①コミュニケーションス

キル②接客の基本や電話対応③クレーム対

応や全体まとめ など 
○販売促進ノウハウセミナー 

地域求職者等を対象に、地域商業店等にお

いて、販売促進を実現していくためのマー

ケティングの基本と戦術、話し方などのノ

ウハウを理解させ、営業等就業に促進させ

る。年 1期（3日連続）①マーケティング

基本、応用、話し方演習②広告 PR 手法な

ど 
○ＩＴ研修 

地域求職者を対象に IT 研修を行う。ワー

プロ、表計算、事務といった基礎的なもの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



と一定の技術力が就業にあたり必要とさ

れる画像処理技術や企業ニーズが高い膨

大な文書、図面、設計書を電子化する技術

を身につけさせる。 
・ビジネススキル講座（ワードエクセル＋

事務） 
・画像処理講座（フォトショップ・イラス

トレーター） 
・文書電子化講座（スキャナ、データ保存・

管理） 
○即戦力軽作業研修 

地域求職者等を対象に屋内（コミュニケー

ション必要）等清掃業務、地域商業店等の

バックヤード、調理補助への就業に結びつ

くための研修を行う。また、より就業を可

能にするため、企業への実地研修形式とす

る。年 1期（週 2日程度の 3ヵ月） 

 

3 就職促進メニュー 

○新商品・サービス開発支援相談事業 

大牟田市にある帝京大学福岡医療技術学

部と有明工業高等専門学校がそれぞれの

専門性を融合させ、新商品開発やサービス

改良といった医療系産業創出を図る第一

歩として、利用者本位の使い勝手のよい商

品等開発のアドバイスを中心とした研究

員の配置を行う。医学と工学に見識の高い

研究者を相談員（学識経験者）として起用

し、大牟田市介護サービス事業者協議会等

から出される新商品・サービス開発に係る

アイデアについての具現化の可能性等に

ついてアドバイス（相談）を行う。また、

市場性や高品質介護用具開発に向けたア

ドバイス（相談）事業を展開する。 
また地域交流施設等において市内介護事

業者と研修員の連携を図りつつ、プログラ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ムの普及促進（プログラム開発についても

相談員アドバイス）を行い、プログラムを

適切に指導できる人材の育成も行い、それ

ら人材を同施設等において就業を促進させ

る。 
○企業合同説明会 

長年、就業や就学のため都市圏へ当市出身

者の流出が続いている。一方、退職者、フ

リーター、ニート、新規就業予定者や団塊

の世代の大量退職予定者等の中には、雇用

の場があればすぐにでも就業を希望する

求職者も多い。 

本市において都市圏に比べ景気回復基調

は遅れているものの、新規企業誘致など新

規雇用を計画する企業は着実に現れてお

り、U、I ターンを含めた地域求職者を対

象に、企業合同面談会を開催することによ

り、地域求人企業とのマッチングを行うも

のとする。 

市内既存企業及び現在好調な新規誘致企業

の求人に対応するため、一般求職者や地域

雇用創造推進事業（新パッケージ事業）で

行う人材育成事業等に参加した求職者に広

く参加を呼びかけ、企業と求職者のマッチ

ング事業を行う。 

○情報システム構築・運営事業 

地域雇用を促進するために、インターネッ

ト（ホームページ）を活用し、求職者や事

業拡充予定者へ情報提供を行う。また、ホ

ームページに寄せられた質問等について

は、研究員へつなぎ事業拡大や新商品開発

等指導を行う。 

【日本政策投資銀行の低利融資等】 

１ 支援措置の番号及び名称 

①番号          Ｃ０７０１ 

②支援措置の名称日本政策投資銀行の低利融資等（財務省）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 支援措置の番号及び名称 

①番号          Ｃ０７０１ 

②支援措置の名称日本政策投資銀行の低利融資等（財務省）

 



 

２ 当該支援措置を受けようとする者 

 本地域再生計画の支援対象となる地域で、地方大学

を核とした地域活性化のための産業クラスターの創

出・成長に資する民間事業者等 

 

３ 当該支援措置を受けて実施し又はその実施を促

進しようとする取組の内容 

 産学連携の成果等の活用により、新技術／新サービ

スの開発・事業化、既存事業基盤の拡張・高度化等

に取り組む 

  ①医療系民間事業者（製薬・医療機器メーカー及

び関連事業者等） 

②介護福祉系民間事業者（介護・福祉機器メーカ

ー及び関連事業者、介護・リハビリサービス事

業者等） 

③起業ベンチャー等に対して、日本政策投資銀行

から金融面での判断を得て同行の融資の利用

が可能となった場合に、同行の融資を受けて本

地域再生計画に基づく事業の展開を進めるこ

ととする。 

（合致する日本政策投資銀行の投融資指針に定め

る事業） 

「地域経済振興」のうち 

①地域再生基本指針に基づく事業 

 ②地域産業集積・雇用開発促進事業 

「技術・経済活力創造」のうち 

 ③新技術開発等 

④先端技術・経済活性化 等 

 

（支援措置が再生の目標に不可欠な理由） 

産業クラスターの創出・成長に資する民間事業

者等は、技術力があるものの資金基盤が脆弱なベ

ンチャー企業も含まれるほか、一般に新たな技術

／サービスの事業化等には高リスクが伴うことか

ら、当該支援措置に基づく①事業経営に関するア

２ 当該支援措置を受けようとする者 

本地域再生計画の支援対象となる地域で、地方大学

を核とした地域活性化のための産業クラスターの創

出・成長に資する民間事業者等 

 

３ 当該支援措置を受けて実施し又はその実施を促

進しようとする取組の内容 

 産学連携の成果等の活用により、新技術／新サービ

スの開発・事業化、既存事業基盤の拡張・高度化等

に取り組む 

  ①医療系民間事業者（製薬・医療機器メーカー及

び関連事業者等） 

②介護福祉系民間事業者（介護・福祉機器メーカ

ー及び関連事業者、介護・リハビリサービス事

業者等） 

③起業ベンチャー等に対して、日本政策投資銀行

から金融面での判断を得て同行の融資の利用

が可能となった場合に、同行の融資を受けて本

地域再生計画に基づく事業の展開を進めるこ

ととする。 

（合致する日本政策投資銀行の投融資指針に定め

る事業） 

「地域経済振興」のうち 

①地域再生基本指針に基づく事業 

②地域産業集積・雇用開発促進事業 

「技術・経済活力創造」のうち 

③新技術開発等 

④先端技術・経済活性化 等 

 

（支援措置が再生の目標に不可欠な理由） 

産業クラスターの創出・成長に資する民間事業

者等は、技術力があるものの資金基盤が脆弱なベ

ンチャー企業も含まれるほか、一般に新たな技術

／サービスの事業化等には高リスクが伴うことか

ら、当該支援措置に基づく①事業経営に関するア

ドバイス機能、②資金需要に対応する低利融資等



ドバイス機能、②資金需要に対応する低利融資等

が不可欠である。 

    
 ５－３－２ 地域再生基本方針に基づく支援措置

によらない取り組み 
産業再生支援対策連絡会議等の設置 

大牟田市の新たな地域再生に向け、福岡県・大牟田

市・三井鉱山で「 産業再生支援対策連絡会議」を設

置し、諸課題を検討し、実施に向けて努力している。

また、三池港の利用を促進することで地域経済の振

興を図るため、福岡県・大牟田市・大牟田商工会議所、

三池貿易振興会等で「マイポートみいけ利用促進協議

会」を設置し、定期航路の誘致等に取り組んでいる。

 
大牟田市雇用問題協議会と大牟田雇用対策協会の活動

昭和４８年、昭和５３年の石油ショック、円高不況

による経済環境の悪化により、本市においても大企業

の合理化、関連中小企業のリストラ、倒産等により多

数の離職者が発生した。大牟田市雇用問題協議会は、

このような社会的状況から当面の雇用失業情勢を的

確に把握して、国、県、市等の構成により雇用対策を

組織的に推進するための協議機関として昭和５３年

に設置され、これまで企業情報の発信、労働問題相談

会の開催等を行っている。 
また、大牟田雇用対策協会は、大牟田公共職業安定

所行政管内産業界が必要とする労働力の確保と地域

経済の発展に寄与することを目的とし、企業と求職者

の面談を行うなど、人材確保推進事業を積極的に推進

している。 
 

現在取り組んでいる介護予防施策 
本市は高齢化率２８．３％（平成１９年４月現在）

を超えることから、地域住民の生活基盤としては、保

健・福祉・医療関連の施設だけではなく、在宅介護の

充実や公民館等の地域の施設整備さらには現在、市内

の各地区でＮＰＯ等が個別に行っている地域の草の

が不可欠である。 

    
  
５－３－２ 地域再生基本方針に基づく支援措置に

よらない取り組み 
産業再生支援対策連絡会議等の設置 

大牟田市の新たな地域再生に向け、福岡県・大牟田

市・三井鉱山で「 産業再生支援対策連絡会議」を設

置し、諸課題を検討し、実施に向けて努力している。

また、三池港の利用を促進することで地域経済の振

興を図るため、福岡県・大牟田市・大牟田商工会議所、

三池貿易振興会等で「マイポートみいけ利用促進協議

会」を設置し、定期航路の誘致等に取り組んでいる。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現在取り組んでいる介護予防施策 
本市は高齢化率２７％（平成１７年１０月現在）を

超えることから、地域住民の生活基盤としては、保

健・福祉や医療関連の施設だけではなく、在宅介護の

充実や公民館等の地域の施設整備のほか、現在は市内

の各地区でＮＰＯ等が個別に行っている地域の草の



根の介護活動を有機的に連携させ、地域住民の生活を

支えるものとして機能させることが重要である。こう

した認識から、本市は「地域介護・福祉空間等整備計

画」を策定し、計画に沿った介護行政を推進している。

具体的には平成 15年 10月の「全国介護サミット」
実施や官民連携による「大牟田市介護サービス事業者

協議会」の発足（平成 12年 3月）など、全国に先駆
けた介護行政の方策を展開してきた。また平成１７年

６月の介護保険制度の改正を受けて、介護予防や地域

ケア体制の構築等を進める中核的拠点として、平成

18年 4月に、本市に４つの「地域包括支援センター」
を創設した。 
この４つの地域包括支援センターは、より効果的・

効率的な介護支援体制を整備するために、本市全体を

網羅できる地域（中央、北部、中部、南部）に設置し、

介護予防事業・包括的支援事業・任意事業を行なうこ

ととしている。また、地域包括支援センターに求めら

れる機能を十全に発揮するために、大牟田市介護サー

ビス事業者協議会や大牟田市介護支援専門員連絡協

議会および大牟田医師会等の関係機関や地域活動の

団体等で構成する「地域包括支援センター運営協議

会」を設置し、公正・中立な運営確保に努める。また、

これと同時に、具体的には①新予防給付サービス提供

基盤（通所介護・リハビリテーション事業所を基本と

した基盤整備）②地域支援事業における介護予防事業

の実施拠点（介護予防筋力向上トレーニング実施やフ

ォローアップ教室）③町内エリア単位の生きがい創造

型介護拠点（既存の社会資源を地域住民の「集まり場」

として改修・整備）等の介護予防拠点を整備する予定

である。 
 
帝京大学福岡医療技術学部の設置と同研究センター

の設立 
本市では、石炭産業の終焉に伴い地場産業が著し

く低迷しているため、地場の基幹産業の創出が喫緊

の課題となっている。他方、全国規模で進んでいる

根の介護活動を有機的に連携させ、地域住民の生活を

支えるものとして機能させることが重要である。こう

した認識から、本市は「地域介護・福祉空間等整備計

画」を策定し、計画に沿った介護行政を推進している。

具体的には平成 15年 10月の「全国介護サミット」
実施や官民連携による「大牟田市介護サービス事業者

協議会」の発足（平成 12年 3月）など、全国に先駆
けた介護行政の方策を展開してきた。今後は平成１７

年６月の介護保険制度の改正を受けて、介護予防や地

域ケア体制の構築等を進める中核的拠点として、平成

18年 4月に、本市に４つの「地域包括支援センター」
を創設することとしている。 
この４つの地域包括支援センターは、より効果的・

効率的な介護支援体制を整備するために、本市全体を

網羅できる地域（中央、北部、中部、南部）に設置し、

介護予防事業・包括的支援事業・任意事業を行なうこ

ととしている。また、地域包括支援センターに求めら

れる機能を十全に発揮するために、大牟田市介護サー

ビス事業者協議会や大牟田市介護支援専門員連絡協

議会および大牟田医師会等の関係機関や地域活動の

団体等で構成する「地域包括支援センター運営協議

会」を設置し、公正・中立な運営確保に努める。また、

これと同時に、具体的には①新予防給付サービス提供

基盤（通所介護・リハビリテーション事業所を基本と

した基盤整備）②地域支援事業における介護予防事業

の実施拠点（介護予防筋力向上トレーニング実施やフ

ォローアップ教室）③町内エリア単位の生きがい創造

型介護拠点（既存の社会資源を地域住民の「集まり場」

として改修・整備）等の介護予防拠点を整備する予定

である。 
 
帝京大学福岡医療技術学部の設置と同研究センター

の設立 
本市では、石炭産業の終焉に伴い地場産業が著し

く低迷しているため、地場の基幹産業の創出が喫緊

の課題となっている。他方、全国規模で進んでいる



少子高齢化の影響を受けている。主にこの２つの要

因から、人口減、若者の流出といった問題が深刻化

している。このため本市では、昭和６２年４月に九

州帝京短期大学を誘致して若者人口の増加による

地域活性化を図ってきた。また、その一方で高齢化

に対応した地域医療や福祉関連の基盤整備を目指

し、平成１４年４月には、帝京大学福岡医療技術専

門学校の開学、平成１７年４月には帝京大学福岡医

療技術学部の設置を実現させ、地域医療拠点として

の取組みを着実に進めてきた。 
帝京大学は、本市をリハビリテーションの拠点とし

て位置付け、平成 17年度帝京大学福岡医療技術学部
のキャンパス内に帝京大学福岡医療技術研究センタ

ーを併設した。特に介護予防に深く関係する同研究セ

ンターのリハビリテーション部門では生活指導及び

身体機能低下を予防するためのリハビリテーション

や循環器・呼吸器などの内臓疾患分野、予防医学やス

ポーツ医療等健康増進分野等の幅広い分野を研究対

象とする機関として位置付けられている。また、その

研究を進めるにあたっては、リハビリテーション分野

において世界最先端の研究を行っている米国デンバ

ー大学や久留米大学医学部及び九州内の国立医学部

付属病院等とも連携する予定としており、同研究セン

ターの施設整備にあたっては、産炭地域振興を目的と

し、福岡県産炭振興センターに設置された活性化基金

を活用した。 
 
６ 計画期間 
  認定申請の日から平成２２年３月末まで 
 
７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 
 本計画の目標の達成状況においては、産学、

介護サービス事業者等で組織する「大牟田市医

工連携・地域雇用創造推進協議会」において、

研究成果の進捗報告を通し、段階的に評価を行

う。 

少子高齢化の影響を受けている。主にこの２つの要

因から、人口減、若者の流出といった問題が深刻化

している。このため市では昭和６２年４月に九州帝

京短期大学を誘致して若者人口の増加による地域

活性化を図ってきた。また、その一方で高齢化に対

応した地域医療や福祉関連の基盤整備を目指し、平

成１４年４月には、帝京大学福岡医療技術専門学校

の開学、平成１７年４月には帝京大学福岡医療技術

学部の設置を実現させ、地域医療拠点としての取組

みを着実に進めてきた。 
帝京大学は、本市をリハビリテーションの拠点とし

て位置付け、帝京大学福岡医療技術学部のキャンパス

内に帝京大学福岡医療技術研究センターを併設する

事になっている（平成 17年度末竣工予定）。特に介護
予防に深く関係する同研究センターのリハビリテー

ション部門では生活指導及び身体機能低下を予防す

るためのリハビリテーションや循環器・呼吸器などの

内臓疾患分野、予防医学やスポーツ医療等健康増進分

野等の幅広い分野を研究対象とする機関として位置

付けられている。また、その研究を進めるにあたって

は、リハビリテーション分野において世界最先端の研

究を行っている米国デンバー大学や久留米大学医学

部及び九州内の国立医学部付属病院等とも連携する

予定としており、同研究センターの施設整備にあたっ

ては、平成１７年度に激変緩和措置のひとつ「福岡県

産炭振興センター基金」を活用することとしている。

 
６ 計画期間 
認定申請の日から平成２２年３月末まで 

 
７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 
本計画の目標の達成状況においては、産学、介護

サービス事業者等で組織する「地域医療産学連携推

進ネットワーク（仮称）」において、研究成果の進

捗報告を通し、段階的に評価を行う。 
 



 また、新規立地案件、それに伴う新規雇用状況

については、目標数値と照らし合わせながら評価

を行うものとする。 
 
８ 地域再生計画の実施に関し地方公共団体が必要と

認める事項 
  該当なし 

 
 

 
 

また、新規立地案件、それに伴う新規雇用状況につ

いては、目標数値と照らし合わせながら評価を行うも

のとする。 
 
８ 地域再生計画の実施に関し地方公共団体が必要と

認める事項 
  該当なし 

 

 


